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第 1 章　上越市の概況

1 地域自治区別の人口及び年齢構成

○昭和55年と平成27年を比較し、35年間の人口増減を地域（28区）別に見ると、住宅地の開発など
が進んだ7区で人口が増加した一方、農山村部を中心とした21区で人口減少の傾向にあります。

○平成30年1月1日現在の高齢者人口の割合を地域別に比較すると、最も高い大島区が50.0％、次いで
　安塚区が48.8％、牧区が47.8％となっており、中山間地域を抱える地域において高齢化率が高い傾

向にありますが、中心市街地である高田区と直江津区においても全市の平均である31.0％を上回る
高齢化率を示しています。一方で、春日区（21.0%）や有田区（21.8%）では低い値となっていま
す。なお、全国平均の27.2％を上回る地域が28区中24区、新潟県平均の30.9％を上回る地域が20
区となっています。

○また、同様に年少人口の割合を地域別に比較すると、最も高い有田区が16.9％、次いで春日区が15.6
％となり、一方で、最も低い安塚区が5.9％、次いで大島区が6.5％となっています。

出典：総務省「国勢調査 」及び住民基本台帳を基に作成

地域自治区 6

国勢調査人口
S55 H22 H27

人口 ( 人 ) 人口 ( 人 ) 人口 ( 人 )

高田区 41,356 30,421 28,930
新道区 6,548 9,684 9,993
金谷区 11,011 14,332 14,174
春日区 9,401 21,187 21,645
諏訪区 1,495 1,223 1,176
津有区 4,654 5,038 4,876
三郷区 1,373 1,374 1,339
和田区 5,200 5,840 5,801
高士区 2,169 1,561 1,437

直江津区 21,953 19,673 19,248
有田区 10,399 14,329 14,966

八千浦区 4,815 4,281 3,973
保倉区 2,773 2,303 2,178

北諏訪区 1,589 1,632 1,540
谷浜・桑取区 3,106 1,823 1,639

安塚区 5,937 2,878 2,491
浦川原区 4,980 3,769 3,442
大島区 3,939 1,927 1,613
牧区 4,559 2,322 2,001

柿崎区 13,702 10,660 9,837
大潟区 10,751 9,950 9,475
頸城区 8,232 9,499 9,267
吉川区 7,072 4,764 4,234
中郷区 5,957 4,303 3,867
板倉区 9,008 7,327 6,831
清里区 3,495 3,015 2,780
三和区 6,679 5,918 5,625
名立区 4,167 2,866 2,609

参考：上越市 216,320 203,899 196,987

住民基本台帳人口
H30.1.1 現在

人口 ( 人 ) 年齢構成（％）
0 〜 14 歳 15 〜 64 歳 65 歳以上

28,353 11.1 54.9 34.0
9,328 13.8 60.5 25.7

14,399 14.4 57.3 28.3
21,322 15.6 63.4 21.0

999 8.9 46.9 44.1
4,926 12.0 58.8 29.2
1,364 13.5 54.1 32.4
5,973 13.6 57.8 28.6
1,470 10.3 52.7 37.1

18,626 11.9 56.3 31.8
15,225 16.9 61.3 21.8
4,034 11.1 57.1 31.8
2,150 10.0 53.2 36.8
1,557 10.3 58.9 30.8
1,599 8.1 47.8 44.2
2,433 5.9 45.3 48.8
3,393 11.4 53.1 35.4
1,581 6.5 43.5 50.0
1,904 7.0 45.2 47.8
9,739 10.2 52.6 37.2
9,486 10.9 56.2 32.8
9,486 12.2 61.3 26.4
4,203 8.6 52.5 38.9
3,799 8.4 52.0 39.6
6,852 11.7 53.4 35.0
2,729 10.8 53.6 35.6
5,672 12.1 55.1 32.7
2,598 8.9 49.9 41.1

195,200 12.3 56.7 31.0

市内各地域間で異なる人口減少、少子化、高齢化の傾向
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地域自治区６別の人口の増減（昭和55年・平成22年・平成27年の比較）

地域自治区別の年齢構成（平成30年1月1日現在）

出典：総務省「国勢調査」を基に作成
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第 1 章　上越市の概況

2 経済構造

（百万円）
年度 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27

市内総生産　合計 816,857 830,871 777,106 749,670 765,644 761,689 782,748 818,478 838,102 851,550
農     業 10,898 9,062 9,014 8,125 7,357 9,064 9,439 8,057 6,823 7,211
林     業 670 615 701 691 619 568 651 720 711 683
水 産 業 216 150 139 142 132 138 121 134 132 129
鉱     業 2,225 1,976 1,529 1,102 1,062 1,071 731 838 744 611
製 造 業 233,016 236,528 208,173 179,293 206,774 207,945 206,982 213,421 226,351 227,004
電気・ガス・水道・廃棄物処理業 18,478 18,671 18,008 19,502 19,620 16,023 34,434 43,907 67,629 77,505
建 設 業 62,943 71,225 67,987 79,242 70,419 64,703 65,181 79,735 62,073 58,822
卸売・小売業 71,557 70,393 66,463 63,766 64,871 66,165 67,840 70,007 68,221 68,553
運輸・郵便業 39,109 41,042 37,456 35,574 34,288 33,565 35,139 34,461 36,692 36,882
宿泊・飲食サービス業 20,419 20,119 18,708 18,211 17,314 17,150 16,230 16,856 17,027 17,793
情報通信業 15,361 15,816 16,302 16,688 16,994 17,171 17,107 17,098 17,304 17,563
金融・保険業 27,583 28,050 21,579 21,544 21,331 20,512 20,436 21,621 21,402 22,605
不動産業 83,091 83,162 82,104 84,114 84,748 85,730 85,940 87,833 87,938 89,231
専門・科学技術、業務支援サービス業 47,699 48,194 46,787 41,946 39,918 39,387 38,066 38,827 38,230 39,072
公     務 50,912 49,453 45,771 43,786 42,062 41,253 40,005 39,821 40,202 40,457
教     育 37,284 37,549 37,190 35,619 35,552 36,301 36,316 35,516 36,084 35,554
保健衛生・社会事業 51,975 54,607 55,781 58,392 61,597 63,118 66,712 67,490 66,892 68,905
その他のサービス 39,776 40,597 39,762 38,961 37,764 37,300 36,570 36,280 36,414 36,693

出典：新潟県「平成27年度新潟県市町村民経済計算」を基に作成

出典 ：新潟県「平成27年度新潟県市町村民経済計算」を基に作成
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3 就業構造

出典：総務省「国勢調査」を基に作成

平成27年の就業構造の比較

区分 上越市 新潟県 全国
実数（人） 構成比 (%) 実数（人） 構成比 (%) 実数（人） 構成比 (%)

15 歳以上人口 170,967 - 2,018,538 - 109,754,177 -
労働力人口 99,848 - 1,184,716 - 61,523,327 -
就業者数　計 96,378 100.0 1,140,840 100.0 58,919,036 100.0 

［第１次産業　計］ 4,832 5.0 65,717 5.8 2,221,699 3.8 
　　農業，林業 4,790 5.0 64,057 5.6 2,067,952 3.5 
　　漁業 42 0.0 1,660 0.1 153,747 0.3 

［第２次産業　計］ 28,015 29.1 323,075 28.3 13,920,834 23.6 
　　鉱業，砕石業，砂利採取業 167 0.2 1,775 0.2 22,281 0.0 
　　建設業 10,857 11.3 113,017 9.9 4,341,338 7.4 
　　製造業 16,991 17.6 208,283 18.3 9,557,215 16.2 

［第３次産業　計］ 62,276 64.6 728,878 63.9 39,614,567 67.2 
　　電気・ガス・熱供給・水道業 576 0.6 7,759 0.7 283,193 0.5 
　　情報通信業 711 0.7 14,226 1.2 1,680,205 2.9 
　　運輸業，郵便業 4,008 4.2 52,903 4.6 3,044,741 5.2 
　　卸売業，小売業 14,506 15.1 183,663 16.1 9,001,414 15.3 
　　金融業，保険業 1,552 1.6 22,391 2.0 1,428,710 2.4 
　　不動産業，物品賃貸業 1,041 1.1 13,523 1.2 1,197,560 2.0 
　　学術研究，専門・技術サービス業 2,397 2.5 24,901 2.2 1,919,125 3.3 
　　宿泊業，飲食サービス業 5,043 5.2 60,640 5.3 3,249,190 5.5 
　　生活関連サービス業，娯楽業 3,522 3.7 42,228 3.7 2,072,228 3.5 
　　教育，学習支援業 4,593 4.8 47,990 4.2 2,661,560 4.5 
　　医療，福祉 13,648 14.2 143,026 12.5 7,023,950 11.9 
　　複合サービス事業 1,535 1.6 13,584 1.2 483,014 0.8 
　　サービス業（他に分類されないもの） 5,022 5.2 62,732 5.5 3,543,689 6.0 
　　公務（他に分類されるものを除く） 4,122 4.3 39,312 3.4 2,025,988 3.4 

［分類不能］ 1,255 1.3 23,170 2.0 3,161,936 5.4 
完全失業者 3,470 - 43,876 - 2,604,291 -
非労働力人口 68,110 - 792,899 - 41,022,456 -
不詳 3,009 - 40,923 - 7,208,394 -

出典：総務省「国勢調査」を基に作成　

就業構造の変化（上越市）
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第 1 章　上越市の概況

●市内各地区での動き

　［買回品］
※買回品は、耐久消費財や
　趣味品などを指す。

　［最寄品］
※最寄品は、住民の生活の中
　で、日常的に買物が必要な
　ものを指す。

50%以上 20%以上50%未満 5%以上20%未満 他の地区から5%以上の
流入がある地区

［買回品］
買物先 合併前

上越 安塚区 浦川原区 大島区 牧区 柿崎区 大潟区 頸城区 吉川区 中郷区 板倉区 清里区 三和区 名立区居住地区
合併前上越 78.4 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　
安塚区 81.5 2.5 1.3 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　
浦川原区 83.5 0.1 2.8 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　
大島区 66.5 　 3.9 1.0 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　
牧区 80.3 　 　 　 2.1 　 　 　 　 　 　 　 　 　
柿崎区 64.7 　 　 　 　 15.1 2.5 　 　 　 　 　 　 　
大潟区 70.6 　 　 　 　 0.5 6.8 　 　 　 　 　 　 　
頸城区 74.1 　 0.2 　 　 0.7 0.7 2.3 　 　 　 　 　 　
吉川区 51.9 　 2.1 　 　 19.8 1.8 　 4.7 　 　 　 　 　
中郷区 39.3 　 　 　 　 　 　 　 　 2.4 　 　 　 　
板倉区 66.4 　 　 　 　 　 　 　 　 　 4.9 　 　 　
清里区 67.4 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　
三和区 76.1 　 0.3 　 　 　 　 　 　 　 　 　 2.1 　
名立区 82.6 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 2.1

［最寄品］
買物先 合併前

上越 安塚区 浦川原区 大島区 牧区 柿崎区 大潟区 頸城区 吉川区 中郷区 板倉区 清里区 三和区 名立区居住地区
合併前上越 95.0
安塚区 37.0 21.5 30.7
浦川原区 39.6 52.5
大島区 33.6 0.6 51.5 8.3
牧区 79.1 0.6 4.1 12.1
柿崎区 15.8 64.2 12.7
大潟区 31.4 1.3 56.4
頸城区 68.4 5.5 3.6 8.0 2.6
吉川区 16.9 1.1 54.9 12.5 8.3
中郷区 9.8 11.2
板倉区 24.0 45.4
清里区 66.8 10.0
三和区 69.5 2.0 12.0
名立区 78.2 11.8

出典：新潟県「平成28年度 中心市街地に関する県民意識・消費動向調査」を基に作成

4 買物先の動向

●市内各地区での動き
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2第 章
用語解説
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第 2 章　用語解説

※No.は、本文中で各用語を使用している箇所に付した番号を指します。

№ 用　語 掲載ページ 解　　説

1 ハザードマップ 8、50、56 洪水、土砂災害、津波などについて被害の想定範囲や避難場所、避難経路などを示
した地図。

2 都市機能 9、22、119、120 商業・業務・教育・文化・交流・行政など、都市的サービスを提供する機能。

3 地域活動支援事業 9、47、48 身近な地域における課題の解決や活力の向上を図るため、市民が自発的・主体的に
行う地域活動を対象に、市が補助を行う事業。

4 自主防災組織
（活動）

9、20、43、50、
54、55、56

「自分たちの地域は自分たちで守る」という自覚、連帯感に基づき、自主的に結成
する組織で、災害による被害を予防し、軽減するための活動を行う。市内では主に
町内会（2 つ以上の町内会が共同する場合も含む。）を単位として組織されている。

5 認定農業者 9、97、98
市町村が策定した農業経営基盤の強化の促進に関する基本構想に示された農業経営
の目標に向けて、自らの創意工夫に基づき、経営の改善を進めようとする計画を作
成し、それが市町村に認定された農業者または組織経営体。

6 地域自治区
11、12、19、43、
47、48、75、
108、129、130

法令に基づき、市町村の一定の区域を単位とし、市町村長の権限に属する事務を分
掌し、地域の住民の意見を反映しつつ、これを処理するために市町村が設置するも
の。地域自治区には事務所と地域協議会を置く。上越市では、28 の地域自治区を
設置。

7 自治基本条例 19、45、47 市民による自治の一層の推進を図り、自主自立のまちを実現することを目的に、市
における自治の基本的な理念と仕組みを定めた条例（平成 20 年制定）。

8 男女共同参画社会 19、39、40
男女が、社会の対等な構成員として、自らの意思によって社会のあらゆる分野にお
ける活動に参画する機会が確保されるとともに、均等に政治的、経済的、社会的、
文化的利益を享受することができ、かつ、共に責任を担うべき社会。

9 ユニバーサル
デザイン 19、41、42

障害の有無や性別、年齢、国籍など個人の様々な状況、個人の能力にかかわらず、
可能な限り誰もが利用できるように、まちや建物、環境、サービスなどの提供を目
指そうという考え方。

10 常備消防 20、53、54 市町村に設置された消防本部・消防署。上越市は、妙高市と上越地域消防事務組合
を組織している。

11 自助・共助 20、55、56、118 「自助」は、一人ひとりが自ら取り組むこと。「共助」は、地域や身近にいる人同士
が一緒に取り組むこと。

12 再生可能
エネルギー 21、67、68

太陽光、風力その他の化石燃料以外のエネルギーで、資源が枯渇せず繰り返し使え、
発電時や熱利用時に地球温暖化の原因となる二酸化炭素をほとんど排出しないも
の。

13 健康寿命 22、71、73 介護や病気など健康上の問題で日常生活が制限されることなく生活できる期間。平
均寿命から日常生活に制限のある「不健康な期間」を引いたもの。

14 UIJ ターン 23、44、90、95、
96

大都市圏の居住者が地方に移住する動きの総称。Uターンは出身地に戻ること。Iター
ンは出身地以外の地方へ移住すること。J ターンは出身地の近くの地方都市に移住
すること。

15 インフラ 26、51、91、
115、116、119

インフラストラクチャーの略。学校、病院、道路、橋梁、鉄道路線、上下水道、電気、
ガス、電話など、経済活動や社会生活を維持・発展させるための基盤構造。

16 二次交通 26、92 複数の交通機関を使用する際の、2 番目に利用する交通機関。主に空港や鉄道の駅
から目的地へ移動する際の路線バスなどの交通機関のこと。

17 本人通知制度 37
身元調査などを目的とした住民票の写しや戸籍謄抄本などの不正請求・不正取得を
防ぐため、本人以外の第三者に証明書等を交付したときに、希望者に通知する制度

（平成 25 年 8 月から実施）。

18 ワールドキャンプ 37、38 文化の多様性に気付き異文化への興味や関心を育てることを目的に、小学 5 年生か
ら中学 3 年生までを対象とした参加者と市内の留学生や ALT が交流するキャンプ。

19 性的少数者 37、38 同性愛者、両性愛者、性同一性障害、その他の多様な性別の認識や性的指向を持つ
人のこと。

上越市第 6次総合計画　後期基本計画135

資
料
編

基
本
計
画

上 越 市 第 ６ 次 総 合 計 画 ― 後 期 基 本 計 画 ―

序 

論

基
本
構
想



№ 用　語 掲載ページ 解　　説

20
上越市子ども・子育て
支援総合計画  （上越市
版エンゼルプラン）

38、82
「子育て環境の更なる充実」や「子どもの貧困対策」、「子どもの居場所」など、子
どものすこやかな育ち・子育て支援に係る施策を体系的に整理し、総合的・計画的
に推進するための計画。

21 ＤＶ 39、40 配偶者や恋人などの親しい関係の人からの身体的・精神的・性的・経済的暴力。

22 ワーク・ライフ・
バランス 40、96 働く全ての人が、「仕事」と育児や介護、趣味や学習、休養、地域活動といった「仕

事以外の生活」との調和をとり、その両方を充実させる働き方・生き方のこと。

23 人にやさしいまち
づくり条例 41

全ての市民の基本的人権が尊重され、社会参加の機会が確保された豊かで住みよい
地域社会の形成の促進に寄与することを目的に、市、事業者、市民が一体となって
人にやさしいまちづくりを推進することを定めた条例（平成 11 年制定）。

24 新潟県福祉の
まちづくり条例 41 高齢者、障害者等の自立と社会参加を促進するための生活環境の整備について定め

た新潟県の条例（平成 8 年策定）。

25
公共建築物
ユニバーサルデ
ザイン指針

41、42 誰もが安全・安心で、快適に暮らせるまちを目指し、市の施設を全ての人が利用し
やすい施設にするための基準（平成 19 年策定）。

26 市民活動団体 9、43、46 町内会・住民組織、NPO 法人、ボランティア団体など、自らの価値観、信念、地
域への貢献等のために自発的に活動する団体。

27 協働 45、46、48、
106、108

市民、市議会、市が相互の果たすべき責務を認識し、それぞれの立場・特性を対等
なものとして尊重する考えの下、公共的な目的を果たすため、協力して共に働くこと。

28 中山間地域支え隊 46 高齢化・過疎化が進んだ中山間地域集落を市民全体で支え、安全・安心な暮らしを
確保することを目的に、企業や団体等からボランティアを募集し、派遣する取組。

29 SNS 46 ソーシャルネットワーキングサービス（Social Networking Service）の略で、登
録された利用者同士がインターネットで交流できる会員制サービスのこと。

30 コミュニティプラザ 47 旧町村役場や公民館などを転用して上越市内の旧町村の地域自治区に設置された、
地域住民や市民活動団体等が集まり活動する拠点。

31 地域協議会 47、48 地域自治区ごとに設置。身近な地域の課題等を対象に、そこで暮らす市民自らが、
より良い解決方法などを導き出すための話し合いを行う機関。

32 地域づくり
アドバイザー 48 町内会等が抱える課題の解決や地域の活性化に向けた自主的な話し合いを支援する

専門家。

33 自主的審議事項 48 地域協議会で議論する事項のうち、地域協議会が自発的・主体的に取り上げること
を決定した事項。

34 地域防災計画 49、50
災害対策の基本となる計画で、災害を防ぐための予防対策や災害が発生したときの
対応などを定めたもの。上越市地域防災計画は、地震災害対策、津波災害対策、自
然災害対策、原子力災害対策、一般災害対策の各編により構成されている。

35
災害時情報連絡

（テレビ会議）
システム

50 災害時に、上越市役所木田庁舎と各区総合事務所及び防災関係機関との間で、円滑
な情報収集・共有を図るため、映像と音声で通信（テレビ会議）ができるシステム。

36 個別避難計画 50
災害時の避難行動に支援が必要で、家族などの支援が受けられない人について、地
域の支援者や自主防災組織の人などと一緒に、避難場所や避難方法などについて検
討した計画。

37 福祉避難所 50
災害時に一般の避難所（指定避難所）での避難生活が困難な高齢者や障害のある人
など、特に配慮を必要とする人が、直接避難し、安心して避難生活ができるよう開
設される避難所。

38 基幹管路 52 導水管、送水管、配水本管などの水道水を送る主要な水道管や災害拠点病院、避難
所などの重要給水施設に供給する水道管。

39 特殊災害 53、54 石油コンビナートや化学プラントで発生する爆発事故などの災害。
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第 2 章　用語解説
№ 用　語 掲載ページ 解　　説

40 安全メール 56 市内における防犯や防災、交通安全、火災等の市民の安全・安心に関わる情報を、
登録した人にメールで配信するサービス。

41 暴力団の排除の
推進に関する条例 57、58

安全で安心な市民生活を確保するとともに社会経済活動の健全な発展に寄与するた
め、市民・事業者、市、関係機関・団体等が一体となって暴力団の排除を推進する
ために定められた条例（平成 24 年制定）。

42 劇場型勧誘 57
複数の業者が登場し、さも「演劇」のように仕立て上げられた勧誘が行われる。パ
ンフレットを送り付けたり電話で勧誘したりして、消費者があたかも得をするよう
に信じ込ませて実体不明の金融商品などを買わせる手口。

43 安全教育指導員 58、60
児童福祉に関する実務経験等を有し、小中学校における防犯・交通安全教室や世帯
訪問による高齢者に対する広報啓発など、子どもから高齢者まで、各年代に応じた
安全教育や啓発活動を行う人。

44 地域安全支援員 58、60 交通安全等に関する知識及び経験を有し、学校や町内会、警察や交通安全協会等の
関係機関・団体と連携・協力して、安全教育や啓発活動を行う人。

45 ごみヘルパー 62 支援を必要とする世帯のごみの分別支援や、集積所までのごみの搬出支援を行う人。

46 農業集落排水 63、64、115 農業集落における、し尿や生活排水を処理する施設。

47 PM2.5 63
大気中に浮遊している直径 2.5 マイクロメートル（髪の毛の太さの 30 分の 1 程度
の大きさ）以下の小さな粒子。物の燃焼や自動車の排気ガスなど人為起源のものと、
火山や土壌など自然起源のものがある。

48 上越市レッド
データブック 65 市内の野生動植物の生息・生育状況を調査し、絶滅のおそれのある野生動植物とそ

れらが分布する主要な地域をまとめた冊子。

49 上越市の
自然シリーズ 65 市民が身の回りの自然を知り、守り、次の世代に伝えていけるよう、自然環境の保

全について分野別にまとめた小冊子。

50 自然環境保全条例 65
地域における多様な生態系などの自然環境を健全な状態で確保し、人と自然が共生
できるようにすることを目的に、自然環境の保全に関し、市、事業者、市民及び滞
在者の責務等を定めた条例（平成 20 年制定）。

51 環境影響評価会議 66

環境影響評価に係る技術的な事項を調査審議するため、市が設置する学識経験者、
関係行政機関の職員から構成する組織。 環境影響評価とは、開発事業が環境に及ぼ
す影響を事業者自らがあらかじめ調査、予測、評価を行い、その結果を公表して一
般の方々、地方公共団体などから意見を聴き、それらを踏まえて環境の保全の観点
からより良い事業計画を作り上げていく制度。

52 地球温暖化対策
実行計画 67、68 実効性の高い地球温暖化対策を体系化し、市民・事業者・市が一体となって総合的

かつ計画的に取り組めるよう定めた計画（平成 28 年策定）。

53 再生可能エネル
ギー導入計画 67 市全体における再生可能エネルギー等の導入を地域特性や課題を踏まえて、計画的

に推進することについて定めた計画（平成 26 年策定）。

54 バイオマス 67、68、99、100 家畜排せつ物、食品廃棄物、稲わらなど、再生可能な生物由来の有機性資源で化石
資源を除いたもの。

55 雪中貯蔵施設 67 大量の雪を施設内に取り込み、その雪の冷気を利用して農産物等を貯蔵する施設。

56 温室効果ガス 67、68 二酸化炭素、メタン、一酸化二窒素、フロンガスなど、地表から放射された赤外線
の一部を吸収することにより温室効果をもたらす大気圏中の気体。

57 上越市自殺予防対
策推進計画 71、72

国が示す自殺総合対策大綱を踏まえ、「誰も自殺に追い込まれることのない社会の
実現」を基本理念とし、当市の実態に即した総合的な自殺予防対策の指針を定めた
計画。

58 特定健診 71、72 糖尿病等の生活習慣病有病者・予備群を 25％減少させ、中長期的な医療費の伸び
の適正化を図ることを目的として行う生活習慣病予防のための健康診査。

59 上越市健康増進計
画 22、71、72、82

国が示す健康増進に関する基本指針「健康日本 21」に基づき、「健康寿命の延伸」
と「健康格差の縮小」を基本方針とし、生活習慣病の発症予防と重症化予防の取組
に重点を置き、市民が主体的に健康づくり活動を実践できるよう定めた計画。
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№ 用　語 掲載ページ 解　　説

60 健康づくりポイン
ト事業 71、72

市民自らの自発的な健康づくりの取組を進めるため、各種健康診査の受診や健診結
果説明会、スポーツ教室への参加などにポイントを付与し、市温浴施設等の入浴券
や、抽選で特産品を贈る事業。

61 特定保健指導 72 特定健康診査の結果により生活習慣病の発症リスクがある人に対して健診結果を踏
まえ、生活習慣を見直すことを目指して行うサポート。

62

一次救急医療機関
二次救急医療機関

（二次救急病院）
三次救急医療機関

73、74

休日や夜間にケガや病気になった人に対して、迅速な救命措置を行うための医療体
制のことで、重症度により一次、二次、三次の 3 段階の体制をとっている。
・「一次救急医療機関」は、軽症で入院の必要がない患者を診療する医療機関（一般

診療所や休日・夜間診療所が該当）。
・「二次救急医療機関（二次救急病院）」は、入院治療を必要とする重症患者の医療

を担当する医療機関（地域の中核的病院、専門性のある外来や一般的な入院医療
を行う病院が該当）。

・「三次救急医療機関」は、二次救急医療機関で対応できない、脳卒中、心筋梗塞、
頭部損傷や複数の診療科領域にわたる重篤な患者に対応する医療機関（高度医療
や先端医療を提供でき、救命救急センターのある病院等が該当）。

63 地域包括支援セン
ター 74、75 65 歳以上の高齢者の困りごとや介護の予防など、総合的な相談窓口となる機関。

64 地域包括ケアシス
テム 74、75、76

重度な要介護状態となっても住み慣れた地域で自分らしい暮らしを人生の最後まで
続けることができるよう、住まい・医療・介護・予防・生活支援が一体的に提供さ
れるシステム。

65 高齢者地域サロン 76 高齢者の日常生活の相談や憩い・交流の場の提供、介護予防のために開催するサロン。

66 有償ボランティア 76
住民が主体となり提供するサービス（訪問型サービス B）の担い手となるボランティ
ア。担い手養成講座を受講した有償ボランティアが利用者宅を訪問し、家事支援や
話し相手、安否確認のサービスを行う。

67 認知症サポーター 76 認知症を正しく理解し、地域で認知症の人や家族を温かく見守る応援者。

68 障害者実雇用率・
法定雇用率 77、78

「障害者実雇用率」は、実際に雇用している障害のある人の数を、雇用している人
全員の数で除した割合をいう。

「法定雇用率」は、従業員数 45.5 人以上の民間企業等に雇用を義務付ける、身体障
害、知的障害、精神障害のある人の数を示す割合のこと。

69 こども発達支援セ
ンター 78、82

心身の発達について不安がある概ね生後 3 か月から小学校就学前までの子どもが保
護者とともに通所し、親子遊びやグループ活動、個別指導等を通して、より良い日
常生活ができるように支援を行っている市の機関。

70 6 次産業化 78、97、98
農林水産業を 1 次産業としてだけではなく、加工などの 2 次産業、さらにはサービ
スや販売などの 3 次産業までを一体化し、多角的な取組を行うことにより、農林水
産物の付加価値を高めようとする取組。

71 共生型サービス 78
介護保険サービス又は障害福祉サービスの指定事業所において、両方のサービスを
提供しやすくするために創設されたサービス。対象となるサービスは、ホームヘル
プサービス、デイサービス、ショートステイなど。

72 生活困窮者 79、80 就労の状況、心身の状況、地域社会との関係性その他の事情により、現に経済的に
困窮し、最低限度の生活を維持することができなくなるおそれのある人。

73 生活困窮者自立支
援事業 79、80、95 官民協働による地域の支援体制を構築し、生活困窮者の自立の促進に関し包括的な

事業を実施する制度。

74 すこやかなくらし
包括支援センター 79、80、82

各種制度の狭間にいる人への支援を始め、一つの家庭の中に様々な課題が複合的に
生じているケースへの支援など、年齢や障害の有無にかかわらず、包括的でより専
門性の高い家族単位での支援を行うため、平成 24 年 4 月に市の内部部局の組織と
して「すこやかなくらし支援室」を設置。平成 29 年 4 月には、0 歳から 18 歳ま
での切れ目のない支援体制を整えるため、「すこやかなくらし包括支援センター」に
組織を改め、子どもの育ちに関するワンストップの相談支援を合わせて行っている。

75 就労支援員 80、95
生活困窮者を対象に、公共職業安定所や協力企業を始め、就労支援に関する様々な
社会資源と連携を図りつつ、個別の状況に応じた能力開発、職業訓練、就職支援等
の就労支援を行う専門職員。
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第 2 章　用語解説
№ 用　語 掲載ページ 解　　説
76 合計特殊出生率 11、81、82 人口統計上の指標で、一人の女性が生涯に産む子どもの数の平均値。

77 要保護児童対策地
域協議会 82

虐待を受けている子どもを始めとする要保護児童の早期発見と適切な保護を目的
に、市町村などの地方公共団体が設置・運営する協議会で、児童相談所や学校・教
育委員会、警察等の地域の関係機関によって構成される。支援対象児童等に関する
情報の交換や支援内容の協議を行い、適切な保護や支援を図っている。

78 特定妊婦 82 望まぬ妊娠や若年の妊娠、経済的に不安定な家庭など、出産後の養育について出産
前に支援を行うことが特に必要と認められる妊婦。

79 認定こども園 83、84 就学前の子どもに幼児教育・保育を提供する機能と、地域における子育て支援を行
う機能を備え、都道府県知事から認定を受けた幼稚園、保育所等。

80 企業主導型保育事
業 83

企業が従業員の働き方に応じた柔軟な保育サービスを提供するために設置する保育
施設や、地域の企業が共同で設置・利用する保育施設に対し、内閣府が助成を行う
制度。

81 放課後児童クラブ 83、84 放課後に保護者のいない家庭の小学生に対し、学校の空き室などを利用して適切な
遊びと生活の場を提供し、その健全な育成を行う事業。

82 待機児童 84 保育所への入所申請がされており入所条件を満たしているにもかかわらず、市内の
保育所において定員に空きがないことから、入所できない状態にある児童。

83 企業振興条例 85 産業の振興を目的に、市内事業所における設備投資を促進するための支援を定めた
条例（昭和 60 年制定）

84 メイド・イン上越 85、86
市内中小企業等が積極的な研究開発により製造した優れた商品を「メイド・イン上
越」として認証することで域内外に広く発信し、その販路開拓・販売促進を支援す
る制度。工業製品と特産品に区分しており、特産品については、認証のほか、上越
ならではの特色ある産品を「地域の継承品」として登録している。

85 事業承継 85、86、90 会社の経営を後継者に引き継ぐこと。「親族内承継」、「従業員承継」、「第三者承継（Ｍ
＆Ａ）」の 3 つの方法がある。

86 ポートセールス 87 港の利用促進と貨物取扱量の拡大を進めるため、企業等に働き掛けること。

87 重要港湾 87 海上輸送網の拠点となる港湾その他の国の利害に重大な関係を有する港湾で政令で
定められた港。

88 上越魚沼地域振興
快速道路 87、117、118

北陸自動車道・上信越自動車道と関越自動車道を結び、信頼性の高い循環型ネット
ワークを形成する延長 60km の地域高規格道路。上越市内では、上新バイパス、浦
川原 IC 〜安塚 IC 間、寺 IC 〜鶴町 IC 間で供用済みである。

89 メタンハイドレー
ト 87、88 天然ガスの主成分であるメタンが氷のような状態になったもので、海底や永久凍土

に存在する。新しいエネルギー資源として期待される。

90 第二創業 90 既に事業を営んでいる比較的規模の小さな会社等において、後継者が先代から事業
を引き継いだ場合などに業態転換や新事業・新分野に進出すること。

91 日本貿易振興機構
（ジェトロ） 90

貿易・投資促進と開発途上国研究を通じ、日本の経済・社会の更なる発展に貢献す
ることを目指して、日本企業の海外展開支援、外国企業の日本への誘致、日本の通
商政策への貢献、開発途上国の支援と研究を行っている独立行政法人。

92 インバウンド 91 訪日外国人旅行。

93 観光コンテンツ 92 地域ならではの歴史や風土、食文化などで、集客力のある観光資源。

94 アフターコンベン
ション 93、94 会議や大会等の終了後に行う娯楽や観光のこと。会議のオプションとして、市内の

観光資源等を巡る比較的短時間のツアーが組まれることもある。

95 インターンシップ 96 学生が社会に出る前に一定期間、企業等で働く「就業体験」のこと。

96 集落営農 97、98 集落内の全ての農家のうち、概ね過半数の農家が参加し、農業生産過程の一部又は
全部について共同で実施される生産活動。
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№ 用　語 掲載ページ 解　　説

97 人・農地プラン 97 集落・地域が抱える人と農地に関する問題の解決に向け、今後の地域農業のあり方
などを話し合いにより決める地域農業の未来の設計図となるもの。

98 多面的機能支払交
付金 97

農業・農村が有する国土の保全や水源かん養等の多面的機能を維持・発揮するため、
地域が共同で行う農用地、水路、農道等の保全管理活動に対して交付金を交付する
制度。

99 有利販売 98 出荷や価格など、生産者側の意向が反映できる販売方法。

100 農業振興地域内の
農用地 98、120

総合的に農業の振興を図ることが必要な地域として都道府県知事が指定した農業振
興地域のうち、今後も長期間にわたり農業上の利用を確保すべき土地として市町村
が指定した農用地。農地転用の制限、開発行為の制限等の措置がとられる。

101 森林環境税 99、100
温室効果ガスの排出削減目標の達成や、災害防止を図るための地方財源を安定的に
確保する観点から創設された税金。都市・地方を通じて、国民一人ひとりが等しく
負担を分かち合って、国民皆で森林を支える仕組みとして、市町村が個人住民税（均
等割）と併せて賦課徴収する。

102 森林経営管理制度 99、100
森林所有者が適切な森林管理を行う責務があることを明確にした上で、森林所有者
自らが森林の経営管理を実行できない場合に、市町村が森林の経営管理の委託を受
け、林業経営に適した森林を意欲と能力のある林業経営者に再委託する制度。再委
託できない場合と再委託までの間は、市町村が管理を行う。

103 未利用魚 100 漁獲される魚のうち、漁体サイズの不揃いや漁獲量の少なさなどから、非食用に回
されたり、低い価格で評価されたりし、水産物として流通しないもの。

104 水源かん養 101、119
森林の土壌が、雨水を貯留し、河川へ流れ込む水の量を調整して洪水を緩和すると
ともに、川の流量を安定させること。また、雨水が森林土壌を通過することにより、
水質が浄化されること。

105 上越市中山間地域
振興基本条例 101

中山間地域の振興を総合的に推進し、市民が安全に安心して住み続けることができ
る地域社会の実現を図るため、中山間地域の振興に関する施策の基本となる事項を
定めた条例（平成 23 年制定）。

106 集落づくり推進員 101、102 中山間地域の暮らしを守るとともに活力の維持・向上を図るために、継続的に集落
の実態を把握しながら、地域の実情に応じた支援を行う人。

107 中山間地域等直接
支払制度 101、102 中山間地域などの農業生産条件が不利な地域において、5 年以上農業を続けること

を約束した農業者等に対して交付金を交付する制度。

108 地域マネジメント
組織 101、102 集落間での有機的な相互協力体制を築き、持続的・安定的な営農体制を構築してい

く組織。

109 上越カリキュラム 105、106
教育委員会と各学校が連携し、カリキュラムの研究やモデル開発、研修を進めるこ
とで、それぞれの学校が市の学校教育目標の実現を目指すとともに、創意工夫・特
色ある学校づくりや教育活動を推進し、学校教育の質の向上を図るもの。

110 授業のユニバーサ
ルデザイン化 105、106

課題の焦点化、視覚化、共有化などを始めとする特別支援教育の視点を授業に取り
入れ、学級の全ての児童・生徒が「参加できる・分かる・楽しい」と実感できる授
業づくりを進める取組。

111 教育補助員 106、107 通常の学級に在籍する特別な支援を必要とする児童生徒に対し、身辺の世話や校外
学習等での安全の確保、担任と一緒に学習の援助等の支援を行う専門職員。

112 介護員 106、107 特別支援学級に在籍する特別な支援を必要とする児童生徒に対し、身辺の世話や移
動の介助、安全面の配慮などの支援を行う専門職員。

113 キャリア教育 106
一人ひとりの社会的・職業的自立に向け、必要な基盤となる能力や態度を育てるこ
とを通して、キャリア発達（社会の中で自分の役割を果たしながら、自分らしい生
き方を実現していく過程）を促す教育。

114 ICT 教育 106 情報通信技術（ICT）を活用した教育のことで、インターネットや情報機器を活用し、
子どもたちの学ぶ意欲の向上や情報活用能力の育成を目指すもの。
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第 2 章　用語解説
№ 用　語 掲載ページ 解　　説

115
学校運営協議会

（コミュニティ・ス
クール）

25、106、107、
108

保護者や地域住民等の学校運営への参画の促進及び連携の強化を図り、地域ととも
にある学校づくりを進める制度。「学校運営協議会」を設置した学校を「コミュニ
ティ・スクール」と呼ぶ。

116 地域青少年育成会
議 107、108

全ての中学校区に設立され、地域が主体的に地域の教育活動を考え、学校と連携し
て青少年の育成や地域の教育力の向上を図ることを目的に、学校における教育活動
の支援や青少年が参画する地域行事の実施など、地域の特色に合わせた活動を行う。

117 学校適正配置基準 108 上越市教育委員会が、子どもたちにとって望ましい教育環境としての学校の「ある
べき姿」を示した基準。

118 適正配置に向けた
議論 108 子どもたちにとって望ましい教育環境を実現するため、将来的な学校の在り方を協

議すること。

119 スポーツ推進委員 111、112 スポーツ推進事業の実施に係る連絡調整や住民に対するスポーツの実技の指導、そ
の他スポーツに関する指導・助言を行う専門職員。

120 総合型地域スポー
ツクラブ 111、112 地域の人々に、年齢、興味関心、技術技能レベル等に応じた様々なスポーツ機会を

提供する「多種目」「多世代」「多志向」のスポーツクラブ。

121 オリンピアン・パ
ラリンピアン 112 オリンピック・パラリンピック競技大会に出場経験のある選手と元選手の総称。

122 ストックマネジメ
ント計画 115、116

目標とするサービス水準を定め、下水道施設全体の状態を把握・評価し、長期的な
施設の状態を予測しながら、点検・調査、修繕・改築を一体的に捉えて施設を計画
的かつ効率的に管理するための計画。

123 機能強化対策事業
実施計画 115 農業集落排水施設の更新等の事業費や実施スケジュールを定めた計画。

124 デマンドバス 117 定められた区域において、利用者が事前に乗車時間と乗降場所を申し込むことに
よって運行する仕組みのバスのこと。

125 乗合タクシー 117、118 定められた区域において、交通事業者が、路線バスのように不特定の乗客を小型自
動車に乗せて輸送する運行形態のこと。

126 スクールバスの一
般混乗 117

路線バスやタクシーの持続的な運行が困難な過疎地域などにおいて、市が保有する
スクールバスに小中学生と当該地域の住民が一緒に乗車し、有償で運行する形態の
こと。

127 狭隘道路 118 主に幅員 4m 未満の道路。

128 立地適正化計画 119、120 人口減少や少子高齢化に対応したまちづくりを進めるため、居住誘導区域や都市機
能誘導区域などを定めた計画。

129 都市計画マスター
プラン 120 都市計画法に基づき、目指すべき都市の将来像とその実現に向けた都市づくりの方

針を定めた計画。

130 PDCA サイクル 123
事業の実行に際し、計画を立て（Plan）、実行し（Do）、その評価（Check）に基
づいて見直し（Action）を行うという一連の流れを繰り返しながら、継続的な改善
を進めていくシステム。

上越市第 6次総合計画　後期基本計画141

資
料
編

基
本
計
画

上 越 市 第 ６ 次 総 合 計 画 ― 後 期 基 本 計 画 ―

序 

論

基
本
構
想


